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オンタリオ州教員協会（Ontario College of Teachers）の略記。オンタリオ州の公費運営学校の教員や
管理職が保有する資格等を管理している組織であり，PQP のガイドラインなど教員資格や管理職資
格に関する要件等について策定したり，そうした資格コースの提供機関（大学等）に認可を出す権
限を有する。「1996年オンタリオ州教員協会法（the Ontario College of Teachers Act, 1996, S.O. 1996, 
CHAPTER 12）」（以下「OCT法」）の制定により，1997年に創設された。オンタリオ州の公費運営
学校（publicly-funded schools）3で教員になるためには OCT の会員になっていなければならず，会員




別に区分されるのではなく，K-12をプライマリー（Primary: P, K-3），ジュニア（Junior: J, 4-6），イ
ンターミディエイト（Intermediate: I, 7-10），シニア（Senior: S, 11-12）という 4 つのディビジョン
（division）に区分したうえで，普通教育教員志願者は，これらから 2つの連続するディビジョンの
                                                        









校」という用語が用いられる。またこれらの学校に対応する形で，教育委員会も 4 種類存在する。 
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免許を取得することとなっている。これを基礎資格という。また基礎資格には，普通教育教員
（General Education Teacher）とテクノロジー教育教員（Technological Education Teacher）の 2種類が
あり，前者は上記 4つのすべてのディビジョンに該当し，後者は 9年生以上の教員基礎資格として
取得可能である。 





ペシャリスト資格」等もすべて AQの 1つである。AQ コースの提供機関は OCT の認可を受けた大
学・大学院やカレッジ，民間教育機関，教育委員会，教員組合などであり，OCT 自体は AQコース
の提供は行っていない。PQP は AQ コースの 1つとして提供されている。 
 
1. 管理職資格要件 
 管理職となるための資格要件としては，OCT 法に基づいて制定された「オンタリオ州規則 176/10 教
員資格（Ontario Regulation 176/10 Teachers’ Qualifications）」（以下「教員資格規則」）第 32条から第 34条
までで規定されている。上述の通り，オンタリオ州で学校管理職になるためには PQP を修了しなければ




(a) 「許容し得る中等後教育機関の学位（acceptable post-secondary degree）」4あるいは登録官（registrar）
5がこれと同等と判断する資格を有すること。 
(b) 教員資格規則別表 Bに記載されているテクノロジー教育科目 1つにおける 9・10年生の資格登録一









(d) 以下のいずれか 1つ 
i. スペシャリスト資格 2つか優等スペシャリスト資格 2つ 
ii. スペシャリスト資格 1 つか優等スペシャリスト資格 1 つ，及び本規則第 1 条に定義される「許容
                                                        
4 「許容し得る中等後教育機関の学位（acceptable post-secondary degree）」及び後述の別表等について詳しく
は，教員資格規則を参照されたい。https://www.ontario.ca/laws/regulation/100176（2019 年 6月 3 日採取）。 















 PQP パート 2受講のための資格要件は，教員資格規則第 33条 1項に次のように規定されている。 
 
(a) 受講候補者の資格登録一般免許状に PQP パート 1修了についての登録があること。 
(b) 候補者が以下のいずれかの免許状を有しているあるいは有していると思われること。 
i. 小学校校長の暫定あるいは恒久免許状 
ii. 中等学校校長の暫定あるいは恒久免許状 B型（Type B） 
iii. 職業学校の暫定あるいは恒久免許状 
iv. 中等学校校長の暫定免許状 
v. 中等学校校長の暫定免許状 A 型 
 
PQP パート 2 は PQP パート 1 の修了が受講要件とされているため，PQP パート 2 の受講要件の内容
を検討するには，PQP パート 1の内容を検討する必要があり，最終的に管理職としてどのような専門性
を有していることが求められるのかについては，PQP パート 1に加えてパート 2の内容を検討しなけれ




 PQP は AQの 1つであるため，OCTの認可を受けた大学や大学院において提供されている。AQ コー
ス提供のための認可要件としては，OCT 法に基づいて制定されている「オンタリオ州規則 347/02 教
員教育プログラムの認可（Ontario Regulation 347/02, Accreditation of Teacher Education Programs）」（以下
「認可規則」）第 4部（Part4Ⅳ）「認可－AQプログラム（Accreditation – Program of Additional Qualification）」
第 24条から第 34条までにおいて規定されている（平田，2020a）。 
PQP の概要としては，それぞれ 125時間（計 250 時間）の授業から構成されるパート 1 とパート 2，
及び 60 時間のリーダーシップ実習（総計 310 時間）から成っており，その構成は図 1 に示すように，
OCT策定の『教職実践基準（Standards of Practice for the Teaching Profession）』（以下「実践基準」），『教職
倫理基準（Ethical Standards for the Teaching Profession）』（以下「倫理規準」）7及び『教職のための専門的
学習枠組み（Professional Learning Framework for the Teaching Profession）』（以下「学習枠組み」）8を統合
                                                        
7 https://www.oct.ca/-/media/PDF/Standards%20Poster/standards flyer e.pdf（2019年 6月 4日採取）。 
8 https://www.oct.ca/-/media/PDF/Professional%20Learning%20Framework/framework e.pdf（2019 年 6 月 4 日採
取）。 






図 1 「教職実践基準」「教職倫理基準」「教職専門的学習枠組み」の統合図 
出典：（OCT, 2016, pp. 1-2） 
 
（1） パート 1及びパート 2 




ド－（Ontario Leadership Framework: A School and System Leader’s Guide to Putting Ontario’s Leadership 
Framework into Action）』（Ontario Institute for Educational Leadership, 2013）の内容を反映する形で構成さ
れている。そこでは，身に付けるべきリーダーシップの性質を次の 5つの領域，即ち 5つの概念枠組み
（conceptual frameworks）に分類し，パート 1及びパート 2のそれぞれのコースにおいてそれぞれの領域
で求められる能力について細かく具体的に規定されている（表 1）。5つの概念枠組みとは即ち，方向性
の設定（Setting Directions），関係性と能力開発（Relationships and Capacity Building），望ましい実践を支
援する組織開発（Developing the Organization to Support Desired Practices），教育プログラムの改善
（Improving the Instructional Program），アカウンタビリティの確保（Securing Accountability）である（OCT, 
2017）。 
 













































































Nations, Métis and Inuit Education Policy 
Framework）」9や「オンタリオ州のフランス語学
校とフランス語コミュニティ政策（A Policy for 


























                                                        
9 http://www.edu.gov.on.ca/eng/aboriginal/fnmiFramework.pdf（2019年 6月 14日採取）。 




































































































































































































































































































































































































実習省察ジャーナル（Leadership Practicum Reflective Journal）」をつけることも求められる。その内容は，
実習中に経験した成功体験や今後の課題などを含むこととされており，特に『教職倫理基準』や『教職
実践基準』，『オンタリオ州リーダーシップ枠組み』の中にある『校長・教頭のリーダーシップ枠組み
































2017, p. 21） 
 












 PQP パート 2の修了を OCT に報告する。 
 
3. 考察 











資格要件について規定しているのは学教法施行規則第 20 条から第 23 条である。第 21 条は私立学校長
の資格特例に関する規定であり、第 23 条は前 3 条の規定が副校長及び教頭の資格要件として準用され
る旨の規定であるため，ここでは特に言及しない。校長となるための資格要件を定めているのは第 20条








っている。2016 年度（平成 28 年度）『学校教員統計調査』の「教員個人調査」「免許状 職名別 教員
構成」を見てみると，専修免許状保有者の割合は公立高校で校長 33.4％・副校長 25.1％・教頭 31.8％で
あり，中等教育学校では校長 3.3％・副校長 5.6％・教頭 11.6％となっている12。中等教育学校では大部






















2それぞれ 125時間で合計 250時間，リーダーシップ実習の 60時間を加えると 310時間となる。これら
正規の授業時間に予習復習の時間を加えると，かなりの時間と労力を要することは想像に難くない。そ
の過程において，脱落する者もいるかもしれない。つまり，能力だけでなく，管理職となって 1つの学
                                                        
12 https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00400003&tstat=000001016172（2019年6月 11日採取）。 
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校の運営を担う，リーダーシップを発揮するという強い意欲と根気，つまり「本気度」も現実として試











と，例えばトロント大学オンタリオ教育研究所（Ontario Institute for Studies in Education of the University 
of Toronto: OISE/UT）の PQP はパート 1・パート 2いずれも 950カナダドルであり13，両方とも修了する
ためには合計 1,900 カナダドルかかることになる。1 カナダドル＝85 円で計算すると 161,500 円という
ことになる。これに修士号あるいはスペシャリスト資格等の AQが要求されることを考えると，例えば
AQ のスペシャリスト資格 1 つを修了するのに約 2,000 ドル，スペシャリスト資格は 2 つ必要とされる
ので約 4,000ドルとして PQP と併せて約 6,000ドル（約 51万円）（平田，2020a），修士号を取得するに
は現職教員がパートタイム学生として就学し 3 年間で修了するとして大体 10,000 ドルかかる（平田，













































て検討する。上述の通り，PQP はパート 1・2 及びリーダーシップ実習から成り，それらはすべて『教
職倫理基準』『教職実践基準』『教職のための専門的学習枠組み』『オンタリオ州リーダーシップ枠組み』
等に基づいて構成されている。パート 1・2 はこれら各種基準・枠組みから導出された 5 つの概念枠組
みに細分化され，更に各概念枠組みに基づいて養成されるリーダーシップの具体的スキルがパート 1・















                                                        
14 日本での最近の刊行物としては、『教職研修』2019年 1月号で管理職のリーダーシップについて、同年 7
月号でミドルリーダーのリーダーシップについて、それぞれ特集されている。 

























1つの特色であろう（「オンタリオ州校長協会（Ontario Principal’s Council: OPC，校長の職員団体）」など







る。他方で，プログラムの内容の基本的な部分は OCT によって策定されている。OCT は教員の自治組
織とされているが，OCT 運営機関である協議会の委員構成は，政府任命委員が 14 名，会員である教員
によって選出される公選委員が 23名，計 37名となっている。OCT 設置当初に比べると公選委員の人数







































理職評価（Principal Performance Appraisal）」，及び「メンタリング・プログラム（mentoring program）」に
触れておく必要がある。「管理職開発資格」は教員規則第 34条で規定されているものであり，管理職資
格を有し，指導監その他の適切な指導的地位にある職員により校長あるいは教頭として 2年間良好な結
果を得たと判断された場合に授与される資格である。「管理職評価」は，「教育法（Education Act, R.S.O. 
1990, c. E.2）」に基づいて制定された「オンタリオ規則 校長・教頭業績評価（Ontario Regulation 234/10: 
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